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　本研究は、序章及び終章を合わせて全 10 章で構成する。本研究では、第 1 章で文献調査研究を
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え、前述した本研究の目的を達成するため、研究課題を 5 点設定した。第 1 は、刑事司法領域の









第 2 章：本研究における調査分析方法　本章では、本研究の分析方法である M-GTA の概要等を詳




　第 2 は、M-GTA は GTA と異なり、インタビューデータを切片化せずに文脈の解釈や意味を重視






　調査対象者（研究協力者）に関しては、以下の通りである。第 1 調査（第 3 章）：更生保護行政
の中心的な担い手で、刑務所出所者等の社会内処遇を担っている保護観察所の保護観察官を対象に
インタビュー調査を実施した。研究協力者は保護観察官 25 名（元保護観察官含む）である。第 2
調査（第 4 章）：医療観察制度のコーディネート業務の担い手で、本制度の処遇を担っている保護
観察所の社会復帰調整官を対象にインタビュー調査を実施した。研究協力者は社会復帰調整官 9
名（元社会復帰調整官含む）である。第 3 調査（第 5 章）：刑事司法領域の住居確保・福祉的支援
において、矯正施設における高齢者・障がい者の支援を担っている矯正の福祉職を対象にインタ
ビュー調査を実施した。研究協力者は矯正の福祉職 9 名（元福祉職含む）である。第 4 調査（第
6 章）：刑事司法領域の住居確保・福祉的支援において、保護観察所、矯正施設と連携して地域生
活定着促進事業の支援を担っている地域生活定着支援センター職員を対象にインタビュー調査を実
施した。研究協力者は全国 48 センターのうち 4 県に所在する地域生活定着支援センター職員 16
名（元職員含む）である。第 5 調査（第 7 章）：刑事司法領域の住居確保・福祉的支援、就労支援
において、保護観察所と連携して刑務所出所者等の社会復帰支援を担っている更生保護施設職員を
対象にインタビュー調査を実施した。研究協力者は全国 103 施設のうち 1 都 2 県に所在する 8 か
所の更生保護施設職員 30 名（元職員含む）である。
第 3 章：保護観察所の保護観察官を対象とする質的分析　
　本章では、保護観察所の保護観察官 25 名を対象に調査分析を行い、実践的課題として 13 個の
困難性概念を生成し、4 つのカテゴリーに収斂された。支援・課題解決アプローチとして 15 個の





　本章では、保護観察所の社会復帰調整官 9 名を対象に調査分析を行い、実践的課題として 14 個







　本章では、矯正の福祉職 9 名を対象に調査分析を行い、実践的課題として 12 個の困難性概念を












　本章では、更生保護施設職員 30 名を対象に調査分析を行い、実践的課題として 12 個の困難性






デッド・セオリーの統合手順は、第 1 段階では 5 職種の調査分析結果の比較考察を行い、意味内
容が類似する概念・カテゴリーを同一概念・カテゴリーとして仮にまとめた。そして、第 2 段階
では第 1 段階で仮にまとめた概念及びカテゴリーにおいて、5 職種全ての分析ワークシートのヴァ
リエーションを合算した上で M-GTA の分析を行い、統合概念・カテゴリーを生成した。
　M-GTA の分析結果から、14 個の困難性の統合概念（2 職種以上の共通概念）を生成し、概念間
の関係性から 5 つのカテゴリーに収斂された。このうち 5 職種共通概念として〔支援制限への苦
慮〕〔資質面への困惑〕〔受け入れないことへの困惑〕〔逸脱行動への困惑、不安〕〔関係機関への困
惑、失望〕〔支援方法への迷い〕〔解決できない無力感〕の 7 個、共通カテゴリーとして＜制度・
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組織上の環境面への困難性＞、＜クライエント対応への困難性＞、＜生活環境の調整の困難性＞、
＜支援の行き詰まりへの困難性＞の 4 つが明らかになった。同様に 13 個の対処プロセスの統合概
念を生成し、5 つのカテゴリーに収斂された。このうち 5 職種共通概念として〔クライエント中心
の思考〕〔距離感を意識して変化を待つ〕〔仲間に相談する〕〔チーム力活用〕〔経験・ノウハウの蓄
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論文審査結果の要旨
１．審査経過
　2020 年 1 月 13 日の大学院福祉社会開発研究科社会福祉学専攻会議において、中村秀郷氏の博
士学位審査請求論文が受理されて、末盛慶、後藤澄江、田中千枝子の３名による審査委員会が設置
された。また、宮嶋淳氏（中部学院大学教授）を学外審査委員とすることが決まった。審査委員３
名は、それぞれに提出論文を査読したうえで、2020 年 2 月 6 日に中村秀郷氏への最終試験（口頭
試問および学力の確認）を実施し、引き続きその結果について審議し、以下の結論に達した。
２．論文の評価








































　2020 年 2 月 6 日に、中村秀郷氏の最終試験（口頭試問および学力の確認）を実施した。はじめ
に中村氏が事前に用意した口頭試問説明用資料を配布し、第１次提出および公開発表会後に指摘を
受けて修正した箇所を中心に、説明がなされた。続いて、審査委員から口頭試問を実施した。審査
委員からは、指摘をもとに論文修正が行われていることを確認した上で、残された課題として今後
の研究において取り組む意欲を示した。
　審査委員からは、本研究の位置づけをめぐる質問や今後発展すべき研究の課題について、いくつ
か指摘がなされた。どの質問にも、中村氏は誠実に回答され、今後の研究課題とする意思を明確に
述べられた。
　最終試験の最後に、学力の確認として英語力の審査を行った。提出された論文の英文要旨の結論
の部分について、英文の読み上げとその日本語訳を指示したところ、適切に応答がなされた。
４．結論
　本審査委員会は、学位申請者中村秀郷氏は日本福祉大学学位規則第 12 条により博士学位（社会
福祉学）を受けるにふさわしい者と判断し、合格と判定する。
以上
